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ケィ・マック株式会社の株式取得（持分法適用関連会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、住宅建設関連資材等の設計、製造及び販売を手掛けるケィ・マック株式会社に 18.6％を出資

しておりますが、平成 26 年４月 22 日開催の取締役会において、同社株式を追加購入し、当社の持分法

適用関連会社とすることを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

  ケィ・マック株式会社は住宅建設資材、自動車関連部品、及び環境・エネルギー関連資材等の設計、

製造、及び販売を主力事業とし、国内外の自社工場と 100 社を超えるベンダーの技術による優れた製

造・開発体制を基に、国内各所をはじめ中国、アメリカ、東南アジアを中心にグローバルな事業展開

を行っております。 

  当社は、このグローバルな製造拠点と豊富な製品群を持つ同社との協力関係を構築し、新規分野の

開拓を目指すため平成 26 年１月に 18.6％の出資をいたしましたが、さらに両社の持つ経営資源を最

大限に発揮できる体制を目指すことを目的として、今回、同社株式の 1.4％を追加購入し、当社グル

ープの持分法適用関連会社とすることを決定いたしました。 

当社といたしましては同社の経営体制、事業活動方針を尊重しつつ、両社の持つ販売経路やノウハ

ウをフルに活用し、既存事業の拡大や新規市場への参入を目指してまいります。また、今回の出資に

より当社は中期経営計画に掲げるアクションプランの「営業収益力の強化、投資案件の推進」がさら

に推し進められ、業容の拡大、連結収益力の向上につながるものと考えております。 

 

２．株式取得する会社の概要（平成 26 年１月末日現在） 

（１）名称 ケィ・マック株式会社 

（２）所在地 大阪市淀川区田川二丁目 6番 8号 

（３）代表者の名称・氏名 代表取締役 中島 寛明 

（４）事業内容 
住宅建設関連、自動車・産業機械部品並びに環境・エネルギー

設備関連資材の設計、製造及び販売 

（５）資本金 90 百万円 

（６）設立年月 昭和 46 年 10 月 

（７）大株主 

アルコニックス株式会社 18.6％ 

メディア・ジャパン株式会社 14.7％ 

株式会社テクノアソシエ 12.7％    他 

 

 



  

（８）当社と当該会社との関係 

資本関係 

当社は同社株式を平成 26 年１月に 33,500 株

（18.6％）取得しております。また、当社の関係

者及び関係会社と当該関係会社の間には、特筆す

べき資本関係はありません。 

人的関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該関係会社の間には、特筆すべき人的関係は

ありません。（注） 

取引関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該関係会社の間には、特筆すべき取引関係は

ありません。 

  （注）当社は、今回の追加出資後に非常勤取締役を同社に派遣する予定であります。 

 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態          （単位：百万円） 

 平成 23 年 9 月 平成 24 年 9 月 平成 25 年 9 月 

売上高 15,530 15,721 18,700

経常利益 508 385 392

当期純利益 107 183 267

総資産 10,773 10,145 11,783

純資産 2,347 2,496 2,728

  （注）上記数値はケィ・マック株式会社単体実績であります。 

 

３．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有者株式数 所有割合 18.6％ 33,500 株（注） 

（２）取得株式数 所有割合  1.4％  2,500 株（取得予定額 32.5 百万円） 

（３）異動後の所有株式数  所有割合 20.0％ 36,000 株 

   

４．日程 

（１）取締役会決議 平成 26 年４月 22 日 

（２）株式譲受契約締結及び株式譲受（予定） 平成 26 年４月末 

 

５．今後の業績に与える影響 

  今回の追加購入により、同社は平成 27 年３月期第１四半期連結会計期間から当社の持分法適用関

連会社となりますので、平成 26 年３月期連結業績に与える影響額については軽微であります。また、

平成 27 年３月期連結業績に与える影響につきましては、現在精査中であり、平成 26 年５月 16 日発

表予定の「平成 26 年３月期決算短信」における通期連結業績予想に織り込みます。 

 

 

以  上 


